
【参考】生産緑地法と公拡法の手続の合理化のイメージ

本改正により、生産緑地地区の区域内に所在する土地について、生産緑地法第10条及び第10条の５に基
づく買取り申出をした者は、同法第12条に基づく買い取らない旨の通知があった日の翌日から１年間に限り、
公拡法第４条に基づく届出が不要となる。
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※土地が生産緑地地区から除外された場合、公拡法の手続を要しないことがある。

※買い取らない旨の通知をしたとき、
市町村長は農林漁業希望者へのあっせんに努め、
申出から３月以内に所有権の移転がなかった場合は、
行為の制限が解除される。


